
(フ リガナ)

被 証 明 者 氏 第 グ り
馬

実 務 経 験 先 及 び 在 職 期 間 証 明 者

※登録番号 (t■ )第 えら(( 号
【賃貸住宅管蠅業者】

※登録番号
P声卿 冗,bを

商 号 又 は 名 称 探創ド熱しt籟静
職  務  内 容 ∽笏ι嘔修握

商号又は名称 弁λ||げ |
し紺立社

※従業者証明書番号 2えο冬?(2Цお3

在 職 期 間

ヵ ュと年Oく
―月 十日から

夕9,どや「こも
月21f言で代 表 者 氏 名 不ui為 オ

※登録番号 (  )第 号
【宅地建物取引業者】

免許番号
国 |二交通大臣

知事 ( )第   号
商 号 又 は 名 称

職 務 内 容

商号又は名称

※従業者証明書番号

在 職 期 間

年

年

月

月

日から

日まで

月間年

代 表 者 氏 名

※登録番号 (1)第 号

管理受託契約の相手方である賃貸人 【オーナー】

商 号 又 は 名 称

職 務 内 容

住  所

※従業者証明苦番号

在 職 期 間

年

年

月

月

日から

日まで

月間年

氏   名

在職期間計
|

年  月間

(賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第十二条第四項関係) (A4)

賃 貸 住 宅 管 理 業 務 実 務 経 験 証 明 書

※賃貸住宅の管理業務勢の道正化に関する法律に基づく登録番 ;・ 従業者許E明書番けがない場合は、空欄のままご提出
ください。

響約事項
上記の記載事項は、事実と相追ないことを響約します。 pラ

備 考
1 議E明は実務経験先の貿貸住宅管F」 業者等が行うものとし、中船者が貿貸住宅管コl業者 (法人であるときは、

その役員)であるときは、他の賀貸住宅管理業者、宅地建物取引業者又は特定貿貸借契約岩 しくは管理授託契約の

相手方である貿貸人 (オーナー)が証り】すること。
2 言正明者が法人である必)合においては、代表者が証明すること。
3 貿貸住宅の管理業務等の適正化に関する法往に基づく登録番号が変更されているときは、区別して記載すること。
4 月税務内容は賃貸住宅管理に関する管理業務の経験が2年以上必要です。it近で説ヒ明できる破務内容を記載し、

賃貸住宅管理業務にあたらない業務に従事していた期問については実務経験の期間とは認められないため、
記載しないこと。


